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農道毒薬ジュース設置事件（宇都宮地判昭和40・12・9 下刑集 7 巻12号2189頁）を参照。両者につき，西田
























































































































































14 塩見淳「実行の着手について（3・完）」論叢121巻 6 号（1987年）13頁。
15 塩見・前掲注(14)11頁以下。わが国でほかにも印象説を採るものとして，四條北斗「未遂論における危険概
念の客観的構成の限界について」桐蔭論叢15号（2006年）135頁以下，さらに，印象説に「社会心理的衝撃






































23 井田・前掲注(6)10頁以下，川端・前掲注(2)38頁，佐伯（仁）・前掲注(2) 1 頁以下，山口・前掲注(3) 3 頁
など。さらに，増田豊『規範論による責任刑法の再構築』（2009年）601頁以下（初出2000年）も参照。
24 以上につき，増田・前掲注(23) 7 頁以下（初出1977年）を参照。
25 さらに増田・前掲注(23)28頁（初出1977年）も参照。
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































93 松尾浩也監修『条解 刑事訴訟法〔第 4 版増補版〕』（2016年）502頁。他にも，田宮裕『刑事訴訟法〔新版〕』
（2012年）224頁，酒巻匡『刑事訴訟法』（2015年）243頁，宇藤崇ほか著『刑事訴訟法〔第 2 版〕』（2018年）
268269頁〔松田岳士執筆〕など。
94 最決昭和63・2・29刑集42巻 2 号314頁参照。
が抜け落ちるからである。第二に，未遂処罰に関して，刑法の謙抑主義および（消極的）応報の要
請，さらに未遂処罰が既遂の任意的減軽であることに鑑みると，結果発生が時間的・場所的に切迫
した時点に未遂処罰を確定すべきである。そして，以上の帰結として，実行の着手は旧来通り実行
行為の開始時，未遂犯の処罰は危険の切迫時に，それぞれ確定することになり，前者は「行為の危
険性」，後者は「結果としての危険」が対応することとなる。
最後に，こうした分離につき，以上までとは別の角度からも触れておく92。端的に言えば，着手
と処罰それぞれの時期を分けることで，訴訟上の帰結に影響が生じるのである。すなわち，一方
で，憲法39条および罪刑法定主義から導かれる事後法の禁止によれば，行為時を起点として事後
的または遡及的に（行為者に不利益な）刑の適用をすることが禁止される。本稿の帰結によれば，
この対象となるのが「実行の着手」であり，故意・過失などの責任要素はこの時点に存在する必要
がある。他方で，刑事訴訟法253条 1 項「時効は，犯罪行為が終った時から進行する」との文言か
ら導かれる「公訴時効の起算点」につき，学説上は行為時説と結果時説が対立しているが，通説93
および最高裁判例（熊本水俣病事件94）は結果時説を支持しており，「犯罪行為」は「結果」まで
も含むとされる。これに則れば本稿では，「結果としての危険」の発生が対応し，公訴時効の起算
点はこの時点となるのである。もっとも，これらはあくまで通説に従った帰結にすぎず，検討の余
地があることは否定できない。それゆえ，その詳細な論証を今後の課題として本稿の検討を終える
ことにする。
